
様式第二十五号の十一（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。
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審査対象

1.基準決算
2.２期平均

経営状況分析を受けた機関の名称

工事種類別完成工事高、工事種類別元請完成工事高については別紙一による。
技術職員名簿については別紙二による。
その他の審査項目（社会性等）については別紙三による。

経営規模等評価の再審査の申立を行う者については、次に記載すること。

連絡先

所属等
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別紙一
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別紙二
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別紙三

労働福祉の状況

建設業の営業年数

防災活動への貢献の状況

法令遵守の状況

建設業の経理の状況

研究開発の状況

’ ’

審 査 対 象 事 業 年 度 審査対象事業年度の前審査対象事業年度
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（人）
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,

,

  1.会計監査人の設置、2.会計参与の設置、
  3.経理処理の適正を確認した旨の書類の提出、4.無

5 3

（人）
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,

防災協定の締結の有無 4 7

（年）4 6
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その他の審査項目（社会性等）

健康保険及び厚生年金保険加入の有無

雇用保険加入の有無 4 1

項 番 3

〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

4 2 〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

建設業退職金共済制度加入の有無 4 3

3

3

〔1.有、2.無 〕

3

3

〔1.有、2.無 〕

退職一時金制度若しくは企業年金制度導入の有無 4 4

法定外労働災害補償制度加入の有無 4 5

3 5

〔1.有、2.無 〕

休業等期間

年　　　　か月

備考（組織変更等）

5 1

〔1.有、2.無 〕

4 〔1.有、2.無 〕9

営業停止処分の有無

指示処分の有無

4 8

3

監査の受審状況 05

5

二級登録経理試験合格者の数 5 2

公認会計士等の数



申 請 者

１　手数料は、知事許可・大臣許可とも共通

２　知事許可　・・・・　神奈川県証紙

　　大臣許可　・・・・　収入印紙

３　証紙又は印紙は消印しないでください。

業種数 手 数 料 総合評定値を 確認 業種数 手 数 料 総合評定値を 確認
希望しない場合 希望しない場合

1 11,000 10,400 9 31,000 28,800

2 13,500 12,700 10 33,500 31,100

3 16,000 15,000 11 36,000 33,400

4 18,500 17,300 12 38,500 35,700

5 21,000 19,600 13 41,000 38,000

6 23,500 21,900 14 43,500 40,300

7 26,000 24,200 15 46,000 42,600

8 28,500 26,500 16 48,500 44,900

手 数 料 早 見 表 （単位　円）

（用紙Ａ４）

審査手数料証紙（印紙）貼付書

注　　意　　事　　項



様式第二号（第二条、第十九条の八関係）

（建設工事の種類）　     　　 工事 （税込 ・ 税抜）
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年 月
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年
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月

着 工 年 月

年 月
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円

主任技術者又は監理技術者
の別(該当箇所にレ印を記載)

監理技術者

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

月年

平成

平成
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配 置 技 術 者工　事　名元請
又は
下請
の別

JV
の
別

工事現場のあ
る都道府県及
び市区町村名

　　工  事  経  歴  書

工   期注　文　者 請 負 代 金 の 額

氏　　名
　　・ＰＣ
　　・法面処理
　　・鋼橋上部

うち、

完成又は
完成予定年月

千円

千円

千円

平成

千円 平成

平成

平成

千円

平成千円

年

平成

千
円

平成

千円

千円

千円 千円

うち　元請工事

合計

うち　元請工事

小計

千
円

千
円




